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１．はじめに  

 近年の台風や豪雨など災害の多発により，電柱の倒壊，停電・通信障害が

長時間に及ぶことが多く，国土強靭化の観点から無電柱化の手法である電線

共同溝への期待が高まっている（図 1）．しかしながら，従来の 2次元 CADに

よる設計では平面図・縦断図・断面図の整合性確保や，協議後の変更による

図面や数量の修正作業に多大な労力を要している．そこで筆者らは，道路の

平面図上に，既設の地上設備や埋設物，新設の特殊部配置や管路線形などを

3次元ベースで計画し，設計基準を自動で照査できる電線共同溝自動設計シ

ステムを開発した（図 2）．本稿ではそのシステムについて述べる． 

２．開発システムの概要 

（１）平面図の読込み，部品属性の登録 

最初に，設計対象範囲の道路平面図を開発システムに読み込む（図 3）．道

路の進行方向と中心線を指定し，設計対象のエリアを矩形で設定する．平面

図は設計当初と進行中にアップデートされる場合があるため，本システムで

は設計途中で更新できる仕組みとした．既設や新設の部品属性の登録は外部ファイルへの書き出し・読み込み

機能を実装することで，部品属性データの再利用性を高めた（図 4）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）既設・新設部品の配置設計 

電柱や信号機などの地上設備，側溝や基礎・水道・ガスなどの埋設物を平面図上に配置する．位置をマウス

でクリックして配置する方法と，平面図にある連続線を指定して登録する方法を実装した（図 5・6）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 5．既設埋設の配置画面 図 6．管路線形の作成画面 

図 3．平面図読込み画面 図 4．部品属性入力画面 
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図 2．開発システムのフロー 

図 1．電線共同溝のイメージ 
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（３）自動設計照査機能 

新設の管路はその材質や路面属性により，必要な土被りが，また特殊部間の最大距離や，管路線形の曲げ角

度の総和制限などの設計基準が決められている（図 7・8）．開発システムではそれらを自動でチェックし，満

足していない箇所を検出する照査機能を実装した．これにより，関係者協議後に設計変更となった際に，設計

者がこれらの基準のチェック漏れを防ぎ，設計品質の向上が期待できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）道路面データ読込み，3次元モデル出力 

道路面を取得した点群データを汎用 3DCAD にて 3 次元メッシュデ

ータに変換しシステムに読み込むことで，3 次元モデルに出力する

際，XY 平面で計画した設計データを路面縦横断に合わせて高精度に

出力する機能を実装した（図 9）．市販の統合ソフトウェアを利用す

ることで 3 次元モデルを干渉チェックすることとした．また特殊部

及び管路の数量を表計算ソフトに出力させた． 

（５）管崩し機能の実装 

 電線共同溝の設計では既設の埋設物を避けて特殊部間の管路線形

を設計する必要がある．その際，支障物を避けるために埋設管の組

合せを変化させる「管崩し」を行う．管崩しでも避けられない場合

は，管路ごと迂回させる必要がある（図 10）．開発システムでは管崩

し機能を実装し，実用精度を検証している． 

３．今後の課題 

システムが管路線形を自動計算して複数プランを提示し，設計者

は最終決定を行うような役割分担が実現できるとさらに良い．近年，

ある条件下で複数プランを設計者に提示できるジェネレーティブデ

ザイン機能を実装する 3DCAD も販売されている．任意の設計条件を作成し管路線形と重み付けを教師データ

として AIに学習させる方法も考えられる．開発システムにこれら最新手法の実装を計画している． 

４．おわりに  

 国土交通省にて令和３年５月に策定された新たな推進計画では，「新設電柱を増やさない」，「徹底したコス

ト縮減を推進」，「事業の更なるスピードアップを図る」ことを３つの柱として，今後 5 年間で約 4000km の新

たな無電柱化に着手することと，工事期間の半減や 2割のコスト削減の数値目標が盛り込まれた．開発システ

ムがこれらの計画の推進，国土強靭化に貢献できるよう引き続きシステム機能の向上に努めていく． 
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図 7．土被りの基準例 図 8．管路の交角総和制限例 

図 9．出力成果のイメージ 

図 10．管路線形の自動化イメージ 
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